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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１） 対象地域 

構成市町村名 柳川市、みやま市 

面積  182.00㎢ 

人口  102,195人（令和 2年 3月 31日現在） 

対象要件  人口（5万人以上）、過疎地域 

 

  （内訳） 

市町村名 柳川市 みやま市 

面 積 76.88 km2 105.12 km2 

人 口 65,265 人  36,930 人  

ごみ処理 ○（対象） ○（対象） 

し尿処理 △（一部対象外） ○（対象） 

※  対象地域図を添付（添付資料１） 

※※ 柳川市のし尿処理は、大川柳川衛生組合（構成市：大川市、柳川市）で別途処理を行っているため、これらは本計画の

対象外とし、柳川市単独で実施する合併処理浄化槽整備及び下水道事業のみ、本計画に記載する。 

 

（２） 計画期間 

 本計画は、令和 3年 4月 1日から令和 8年 3月 31日までの 5年間を計画期間と

する。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を

見直すものとする。 

 

（３） 基本的な方向 

ア 地域の特性 

柳川・みやま地域は、福岡県南西部に位置する柳川市とみやま市から構成されて

おり、北は大川市、大木町、筑後市、東は八女市、南は大牟田市に接し、西は有明

海に面している。また、南東部では熊本県玉名郡南関町及び和水町とも隣接してい

る。 

本地域の大部分は、古くから開拓・干拓された大小規模の干拓地が魚鱗状に広が

る海面干拓地帯である。標高は 0～約 6m の平坦な低地となっており、0°から 3°

の緩やかな傾斜で有明海に向かって広がる田園地帯となっている。地層は砂、粘

土、礫（れき）からなる沖積層で、表土以下 10数メートルには、極めて軟弱で含

水比の高い「有明粘土層」が分布している。また、本地域の中央には矢部川が流

れ、その支流である沖の端川、飯江川など生活用水や農業用水の水資源に恵まれて

いる。 
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イ ごみ処理に関する基本的な方向性 

本地域のごみ処理は、現在、柳川市は「柳川市クリーンセンター」で、みやま市

は「みやま市清掃センター」でそれぞれ行っている。しかし、両施設ともに老朽化

が著しかったため、柳川市とみやま市で共同してごみ焼却施設を建設し、令和４年

３月より本稼働を開始した。 

また、ごみ減量及び資源ごみのリサイクルの推進のため、みやま市では、ごみの

発生抑制を最優先とし、次いで再使用、再生利用の順位で、徹底したごみの減量、

資源化に取り組んでいる。 

今まで焼却されていたごみの中で、生ごみをはじめ、古紙、プラスチックごみ、

紙おむつ等の資源ごみを分別することにより、循環型のまちづくりによる市民の環

境に対する意識の高揚など多角的な側面を持っている。 

柳川市では、現在、資源物処理を民間委託しているが、リサイクルの一層の推進

を目指し、新たなリサイクル施設を整備する計画である。 

また、ごみ処理施設から発生する焼却残さ等に関しては、柳川市は、焼却残さは

セメント原料化及び民間最終処分場への埋立、不燃物は「橋本不燃物処理場」へ埋

立を行っている。みやま市は、「みやま市一般廃棄物埋立処分地施設」へ埋立を行

っているが、みやま市一般廃棄物埋立処分地施設は、埋立容量のひっ迫に伴い、埋

立処分地施設の整備を行っており、みやま市一般廃棄物埋立処分地施設の２期工事

が令和２年度に完了した。これにより、１期埋立処分地の埋立完了に併せて、２期

埋立処分地への埋立を開始する。 

循環型社会形成を推進するため、ごみ処理基本計画に掲げている目標を達成する

とともに、住民・事業者がごみ排出者としての責任を果たし、さらに、住民・事業

者・行政とが連携して、ごみ減量化・リサイクルを推進していく。 

環境問題が深刻化する中、地球規模で環境に対する意識が高まっており、企業活

動や農業分野においても環境に配慮した生産活動が展開されています。また、日常

生活の中でごみや 廃棄物の発生を抑制するとともに、資源の回収や再生に取り組

むなど、環境問題は一人ひとりが自らの生活様式に起因するという意識を高めてい

くことが求められています。さらに、東日本大震災における教訓から、地域におい

ても再生可能なエネルギーの自給に向けた取組や、持続可能なライフスタイルの実

現など、環境に配慮した対応が必要とされています。 
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ウ 生活排水に関する基本的な方向性 

生活排水処理の基本として、水の適正利用に関する普及啓発のほか、生活排水の

処理施設を逐次整備していくこととし、処理施設の基本方針は次のとおりである。 

みやま市山川町、高田町の全域を公共浄化槽等整備推進事業により合併処理浄化

槽で整備し、みやま市瀬高町の人口密集地域においては、集合型処理施設及び浄化

槽設置整備事業で整備する。瀬高町のその他の地域については、浄化槽市町村型整

備推進事業により合併処理浄化槽で整備する。 

柳川市では、公共下水道事業計画区域以外の区域について、浄化槽設置整備事業

の計画区域として整備する。みなし浄化槽及びくみ取り便槽を設置している家庭に

ついては、生活排水の浄化処理を進めるため、個別の事情を勘案しつつ、合併処理

浄化槽への転換を指導する。 

 

（４） ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

本地域のごみ処理のうち、可燃ごみについては、有明生活環境施設組合が建設する新

ごみ焼却施設にて、令和 4 年 3 月 1 日より稼動を開始し、共同処理を実施していく計

画としている。その他の処理については、現状の処理体制を維持していく。 

し尿及び浄化槽汚泥の処理に関して、柳川市は、本対象地域とは別に大川市と設立し

ている大川柳川衛生組合の所管のもと、広域的に実施している。みやま市は、生活排水

処理について、引き続き現状の処理体制を維持していく。 

 

（５） プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

柳川市では、容リプラ及び製品プラの一括回収をしており、容リプラは容リ協に引

き渡し、製品プラについては、PP・PS・PEを対象に油化再生に取り組んでおり、今後

も廃プラスチックのリサイクル事業を継続していく。 

    みやま市では、平成２３年度より廃プラスチックの混合収集を開始している。製品

プラについては、PP・PS・PE を対象に油化再生に取り組んでおり、今後も廃プラス

チックのリサイクル事業を継続していく。 

 

  



4 

 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物の処理の現状 

中間処理のうち、焼却量は 21,743トンである。 

中小事業者から排出される産業廃棄物のうち廃プラスチック等については、一般廃

棄物の処理に支障のない範囲で、併せ処理を行っている。 

施設整備については、有明生活環境施設組合で建設しているごみ焼却施設が、令和

４年２月末に完成し、３月より本稼働を開始した。また、みやま市一般廃棄物最終処

分場施設の２期工事が令和２年度に完了している。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー 

 

  

集団回収量 総資源化量

7,631 t
27.1% ※

直接資源化量 処理後再生利用量

5,070 t 2,540 t
合計： 28,139 t 18.0% 処理残さ量 9.0%

3,830 t

排出量 計画処理量 中間処理量 13.6% 処理後最終処分量

28,118 t 22,744 t 1,290 t

100.0% 80.9% 減量化量 4.6%

18,914 t

自家処理量 直接最終処分量 67.3% 最終処分量

304 t 1,594 t

1.1% 5.7%

※総資源化量の割合のみ、総資源化量／（排出量＋集団回収量）により算出

21 t

28,118 t

0 t
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（２）生活排水の処理の現状 

令和元年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図 2 のとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 生活排水の処理状況フロー 

 

 

  

公共下水道人口
14,505 人 （ 14.2% ）

処理人口 農業集落排水処理人口
74,721 人 （ 73.1% ） 1,041 人 （ 1.0% ）

総人口 浄化槽人口 浄化槽汚泥発生量
102,195 人 （ 100.0% ） 59,175 人 （ 57.9% ） 55,845 KL ／ 年

未処理人口 みなし浄化槽
27,474 人 （ 26.9% ） 7,865 人 （ 7.7% ）

非水洗化人口 し尿処理量
19,609 人 （ 19.2% ） 32,994 KL ／ 年
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

 本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会形成の推進を目

指し、表 1 のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとす

る。 

 参考として、31ページに現状と目標のトレンドグラフを添付する。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
※1 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 

※2 (１事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}/(事業所数) 

※3 (１人当たりの排出量)＝{(家庭系ごみの総排出量)－(家庭系ごみの資源ごみ量)}/(人口) 

※4 (総排出量)＝(事業系ごみ総排出量)＋(家庭系ごみ総排出量)＋(集団回収量) 

※5 (１人１日当たりの排出量)＝(総排出量)/(人口)/365 日×106 

※6 (１人１日当たり家庭から排出されるごみの量)＝{(家庭系ごみの総排出量)－(家庭系ごみの資源ごみ量)}/ (人口)/365 日×106 

 

 

 

図 3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 

102,195 人 94,221 人 （ -7.80% ）

28,139 トン 26,911 トン （ -4.36% ）

754 ｇ／人・日 783 ｇ／人・日 （ 3.85% ）

総排出量 4,879 トン 5,289 トン （ 8.40% ）

資源ごみ量 364 トン 481 トン

１事業所当たりの排出量※２ 1.00 トン／事業所 1.13 トン／事業所 （ 13.00% ）

総排出量 23,239 トン 21,488 トン （ -7.53% ）

資源ごみ量 5,364 トン 6,559 トン （ 22.28% ）

１人当たりの排出量
※３ 175 ｋｇ／人 158 ｋｇ／人 （ -9.71% ）

１人１日当たりの排出量※６ 479 ｇ／人・日 434 ｇ／人・日 （ -9.39% ）

5,070 トン （ 18.0% ） 6,503 トン （ 24.3% ）

7,631 トン （ 27.1% ） 8,942 トン （ 33.2% ）

27.1 ％ 33.2 ％

集団回収量 21 トン 134 トン

エネルギー
回収量

0 MWh 7,040 MWh

減量化量 18,914 トン （ 67.3% ） 15,472 トン （ 57.8% ）

最終処分量 1,594 トン （ 5.7% ） 2,497 トン （ 9.3% ）

集団回収量

エネルギー回収量（年間の発電電力量）

中間処理による減量化量

埋立最終処分量

再生利用量

直接資源化量

総資源化量

再生利用率

総排出量
※４

１人１日当たりの排出量※５

排出量

事業系
ごみ

家庭系
ごみ

人口

指標
現状（割合※１） 目標（割合※１）

（令和元年度） （令和８年度）
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（４）生活排水処理の目標 

 生活排水処理については、表 2に掲げるとおり、合併処理浄化槽等の整備を進めてい

くものとする。 

 参考として、31ページに現状と目標のトレンドグラフを添付する。 

 

表 2 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 

 

  

公共下水道 14,505 人 （ 14.2% ） 16,427 人 （ 17.4% ）

農業集落排水施設等 1,041 人 （ 1.0% ） 955 人 （ 1.0% ）

浄化槽 59,175 人 （ 57.9% ） 63,029 人 （ 66.9% ）

みなし浄化槽 7,865 人 （ 7.7% ） 5,801 人 （ 6.2% ）

未処理人口 19,609 人 （ 19.2% ） 8,009 人 （ 8.5% ）

合計 102,195 人 （ 100.0% ） 94,221 人 （ 100.0% ）

汲み取りし尿量 32,994 27,000

浄化槽汚泥量 55,845 60,798

合計 88,839 87,798

し尿
・

汚泥
の量

 キロリットル  キロリットル

 キロリットル  キロリットル

 キロリットル  キロリットル

令和元年度実績（％） 令和８年度目標（％）

処
理
形
態
別
人
口

公共下水道人口
16,427 人 （ 17.4% ）

処理人口 農業集落排水処理人口
80,411 人 （ 85.3% ） 955 人 （ 1.0% ）

総人口 浄化槽人口 浄化槽汚泥発生量
94,221 人 （ 100.0% ） 63,029 人 （ 66.9% ） 60,798 KL ／ 年

未処理人口 みなし浄化槽
13,810 人 （ 14.7% ） 5,801 人 （ 6.2% ）

非水洗化人口 し尿処理量
8,009 人 （ 8.5% ） 27,000 KL ／ 年
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３ 施策の内容 

（１） 発生抑制、再使用の推進 

 ア 有料化（ごみ減量に取り組む市民が報われる、ごみ処理料金体制） 

【柳川市】 

可燃ごみの発生抑制のため、「分別するほど得をする」仕組みを構築し、分別によ

るごみ減量を推進する。具体的には、可燃ごみ袋を値上げする代わりに資源物専用

袋を値下げし、分別するほど、家計にも市の財政にも優しい仕組みとする。 

【みやま市】 

生ごみの資源化を推進するため、家庭から排出される生ごみは無料で回収する。

回収した生ごみでメタン発酵発電を行い、消化液を液肥として利用する。液肥を利

用した有機肥料栽培の推進とブランド化、及び市内農家の肥料代負担の軽減を図

る。 

生ごみ資源化に合わせて、ごみ処理料金の見直しをしており、ごみ収集用の指定

袋の価格は、もやすごみと資源ごみとの間の価格差をもうけ、分別に積極的に取り

組む市民が報われる料金体制としており、分別をすることのメリットを周知してい

く。 

 イ 環境教育、普及啓発、助成（家庭、地域による減量・リサイクル活動の推進） 

【柳川市】 

＜集団回収の奨励＞ 

集団回収は、紙類等の資源化の促進や地域の子どもたちの環境教育等の効果が

期待できるため、今後も、実施団体の拡大・育成に努めていく。 

＜住民・事業者・行政の三者による連携の促進＞ 

適正なごみ処理や減量化・資源化を推進するためには、住民・事業者・行政の

三者による連携が重要であるため、情報共有や出前講座などの啓発事業を積極的

に実施し、連携を促進する必要がある。 

＜生ごみ処理機器等購入設置助成制度の利用促進＞ 

近年、生ごみ処理機器等の購入助成件数が横ばいの状況となっていることか

ら、今後、家庭での生ごみ処理を見直し、購入助成制度を利用してもらうために

市の広報やホームページ等により、周知に努めていく。 

【みやま市】 

＜環境学習や普及啓発活動の協働＞ 

① 市民・事業者向けへのごみ排出抑制の普及 

家庭や事業所からごみとなるものを排出しないようにするための具体的な

方法を伝え、発生抑制・排出抑制の普及を図るため、ごみ減量を推進するリ

ーダー養成講座や、ごみ減量ワーキンググループを設置する。 

また、清掃センターにおける事業系の持ち込みでのチェック（事業系ごみ
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検査）を行い、ごみ排出抑制の指導を進める。 

② 環境に関する情報の共有 

本計画や計画の進捗状況、その他環境に関する情報を広報やホームページ

等で周知徹底を図り、情報の共有を図る。 

③ 小中学校での環境学習の推進 

教育委員会と連携し、ごみや環境について体系的に学習できるようにす

る。 

④ 出前講座の充実 

ごみ減量・資源化について具体的な方法等を理解してもらうために、地域

や学校での出前講座を進める。出前講座は市役所だけではなく、市民自ら説

明を行うリーダーを育成し、市民と協働して実施することを検討する。な

お、説明を委託する方法等も検討する。 

＜市民、事業者、行政の協働の推進＞ 

計画を推進するために市民・事業者・行政の責任を明確にし、協働の場所づく

りを進める。環境衛生組合連合会活動と連携し、環境講演会の開催や、地球温暖

化防止活動推進員、エコサポーター等市民との協働で、環境にやさしいみやま市

づくりを進める。 

＜リサイクル広場の設置等、ごみ減量の取り組みを協働の推進＞ 

① イベントにおけるごみの減量 

イベント時のごみの減量を図るため、リユース食器等の利用や分別ステー

ションを設ける等の「イベント時のルール」を定めて広めていく。 

② リサイクル広場の設置 

だれでも資源を持ち込める「リサイクル広場」を、専門のリサイクル業者

とも連携し設置を検討する。 

③ 個人情報に配慮した事業所紙ごみ回収組織の立ち上げ 

事業所等から排出される紙ごみは、「個人情報」を理由に、燃やすごみに出

されている場合が多くある。個人情報保護と資源化を両立させるため、事業

所紙ごみ回収組織を立ち上げ、経費の削減と個人情報に配慮した紙ごみ回収

システムの確立を目指す。 

④ 廃棄物減量等推進員制度の新設 

分別収集やごみの分別方法について、市民への説明やごみ減量の啓発を行

う「ごみ減量推進員」制度を新設する。推進員講習会を開催し、推進員の育

成を図る。事業者へも受講を呼び掛ける。 
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 ウ マイバック運動・レジ袋対策 

【柳川市】 

現在、レジ袋等のプラスチックごみ削減については、出前講座や広報誌におい

て、リデュースの最重要性を周知徹底している。 

これに併せて、県が実施するマイバックキャンペーン等の取り組みと連動する

ことにより、レジ袋のさらなる削減を図る。 

【みやま市】 

プラスチックごみを減らすため、過剰な包装の商品を購入しないようにＰＲを

行う。レジ袋の削減のためにマイバッグの普及を図るとともに、小売事業者への

働きかけを引き続き行う。 

 エ ごみ分別の推進（家庭での取り組み） 

【柳川市】 

＜リサイクル率の向上のための取組の推進＞ 

① 家庭系ごみの可燃ごみに混入している資源物の分別の徹底 

家庭系ごみのうち、可燃ごみの中に混入している資源物（再利用できる紙

類やプラスチック類など）について、分別の徹底を図る。また、資源物の分

別状況や可燃ごみに混入している資源物の調査などを定期的に実施し、結果

について住民に周知を図るなど、適正な分別を促進するための取組を強化し

ていく。 

② 資源物を出しやすい環境づくり 

資源物の分別推進のために、資源物資収集頻度の増加を図るとともに、地

域の実情に応じて集団回収、分別収集、拠点回収、店頭回収やリサイクルシ

ョップの活用等の多様な選択肢を設けるなど、住民が資源物を出しやすい環

境づくりに努める。 

③ 生ごみ等のバイオマス資源の減量化・資源化 

現在、資源として分別していない生ごみ等のバイオマス資源の減量化・資

源化について研究を進めていく。 

＜家庭系ごみ排出量の抑制＞ 

家庭系ごみの更なるごみ減量化のために、家庭でできる排出抑制の取組の普

及啓発や生ごみ処理機器等の普及促進、マイバッグ運動の推進などにより、住

民のごみ減量の意識をより高めていく。 

【みやま市】 

＜プラスチックごみの減量・資源化を推進＞ 

プラスチックごみの分別方法を、市民に分かりやすい方法で周知する。 

容器包装以外のその他のプラスチック（プラスチック衣装ケース等）は、油化

原料としてリサイクルする。 



11 

 

＜古紙収集に「戸別回収」を継続する＞ 

紙ごみの資源化を推進するため、古紙収集は、戸別回収を継続して行う。 

 現在行っている、小中学校の廃品回収の雑紙回収支援事業を拡充し、市民の自

主的な活動をサポートする。 

＜木質系粗大ごみの資源化を推進＞ 

家具等の木質系粗大ごみは、清掃センターで焼却せず、市内処理業者へ処理を

委託し、木質チップとして、木質発電施設での資源化を図り、経費及び温室効果

ガスの節減、最終処分場の延命化を図る。 

＜家庭から出る生ごみやプラスチック以外のごみの減量・資源化の推進＞ 

① 個人の取り組みを促す仕組みの導入 

ごみ減量・資源化に取り組む市民や団体を表彰する等、個人や団体が取り

組みやすい環境づくりに努める。 

② 生ごみの水切りの徹底 

生ごみは水分率が 80％以上あるといわれている。家庭や飲食店での水切り

を進めるためのＰＲを行う。また、水切り用具等の普及に努める。 

③ 分別資源回収の促進 

地域分別資源回収は、ごみ減量という観点だけでなく、地域コミュニテイ

の活性化にも寄与しており、今後とも積極的に推進していく。 

 オ 事業所ごみへの対応 

【柳川市】 

＜事業系ごみ排出量の抑制＞ 

事業系ごみについては、事業者が自らごみを減量化・資源化し、適正に処理す

る義務があることを周知・徹底していくとともに、業種に応じたごみの排出抑

制・資源化方法について指導・啓発を行うなど、自主的なごみ減量化の取組を誘

導していく。 

また、事業所用指定ごみ袋の導入について検討する。 

【みやま市】 

＜事業系のごみ減量・資源化の推進＞ 

① 大・中規模事業者での減量・リサイクルの推進 

市の清掃工場に持ち込まれて処理されている事業系の可燃ごみを減量する

ため、大中規模事業者のごみ減量・資源化を進める。特に、大規模事業者に

対しては「減量計画書」（廃棄物の減量及び再利用に関する計画）作成の義務

付けを開始する。 

また、製造・販売事業者は、拡大生産者責任の考えに則り、資源として再

利用できる材料を使った製品の開発、商品の販売を行うように指導する。 

② 個人情報の入った古紙の共同処理推進 
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個人情報の入った古紙等の機密文書は、燃やすごみとして処理されている

場合が多いのが現状である。機密性を担保しながら共同処理によりリサイク

ルを進める。 

③ 生ごみの資源化を推進 

飲食店やスーパー等から排出される生ごみは、事業者に対して、生ごみの

メタン発酵発電施設建設の情報を提供し、事業系生ごみの資源化推進を図

る。 

④ 小規模事業者の資源回収の促進 

少量の資源しか排出しない小規模事業者等の資源回収を促進するための仕

組みづくりを進める。 

 カ 生活排水対策 

【柳川市】 

令和元年度において、公共下水道、合併処理浄化槽等の汚水処理施設の整備状況は

（生活排水処理率：水洗化・生活雑排水処理人口／計画処理区域内人口）は約８０％と

なっている。今後も公共下水道や合併処理浄化槽の普及を推進するとともに、掘割の水

質改善や水環境保全に関する広報・啓発活動、環境教育を積極的に行っていく。 

【みやま市】 

令和元年度において、公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽等の汚水処理施

設の整備状況（生活排水処理率：水洗化・生活雑排水処理人口／計画処理区域内人

口）は約 60％となっている。今後も公共下水道や合併処理浄化槽の普及を推進すると

ともに、水環境の回復、保全に関する広報・啓発活動、環境教育を積極的に行ってい

く。 
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（２） 処理体制 

 ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

   分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

【柳川市】 

＜収集・運搬の利便性の向上＞ 

生活介助を要する障害者や高齢者などがいる世帯に対する収集・運搬体制等、

多様化する住民のニーズについて把握し、収集・運搬の利便性の向上に努める。

特に、今後、高齢化の進展により、ごみ排出が困難な世帯等が増加するものと見

込まれることから、対策を講じていく。 

＜収集・運搬の効率性・安定性の向上＞ 

資源物として分別する品目の追加及び宅地開発や道路新設改良等による収集・

運搬体制の変更・追加を適宜行っており、今後も効率性・安定性の向上に努め

る。 

＜不燃物、資源物を対象とするリサイクル施設の整備＞ 

不燃物（缶・金属類、びん・ガラス類）、資源物（プラスチック製容器包装、

ペットボトル、紙パック、新聞紙、段ボール、雑紙、雑誌類、衣類・毛布）、小

型家電等を対象としたリサイクル施設を新たに整備する。 

【みやま市】 

＜少子・高齢化社会に対応した、ごみ収集体制の構築＞ 

① 高齢世帯・子育て世帯のごみ処理援助システム 

市役所内の廃棄物関連と福祉関連及び子育て関連の部署が連携し、高齢者世帯

や子育て世帯のごみ処理援助を構築する。 

② 紙おむつ分別収集 

紙おむつの分別収集を行い、少子高齢化社会に貢献する。 

＜ビン・缶や金属、ガラス等を分別し、資源化する総合資源化施設の整備＞ 

市民が資源物を出しやすい環境を整えるため、校区リサイクル広場を整備し、

資源化するストックヤードについては、生ごみ・し尿汚泥メタン発酵施設に併設

し総合資源化施設として整備する。 
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イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

【柳川市】 

＜処理体制＞ 

事業系一般廃棄物については、現在、家庭系ごみの分別区分に準じて、事業者

がごみ処理施設へ直接搬入するか、許可業者に依頼して搬入することとしてお

り、今後もこの体制を継続していく予定である。 

【みやま市】 

＜処理体制＞ 

事業系一般廃棄物については、現在、家庭系ごみの分別区分に準じて、事業者

がごみ処理施設へ直接搬入するか、許可業者に依頼して搬入することとしてお

り、今後もこの体制を継続していく予定である。 

＜製造・流通事業者にごみ発生抑制を働きかけ＞ 

製造、販売事業者は商品の製造、販売時に過剰な包装（レジ袋を含む）を抑制

していくように働きかける。またレジ袋の削減のためにマイバッグ・マイバスケ

ット等の普及にも努める。 

＜事業者の自主的なごみ減量・資源化の取り組みを促す制度を設ける＞ 

① 優良事業者の表彰・社名公表制度 

ごみ減量・リサイクルに積極的な事業者を表彰し、公表する制度を設ける

等、事業者が取り組みやすい環境づくりを目指す。 

② 事業系ごみ処理手数料の検討 

事業系の持ち込み手数料が周辺市町村よりも安いと、他の市町村のごみが

持ち込まれる恐れがある。また、ごみ処理料金が高くなると発生抑制の効果

がいっそう高まるといわれている。 

更に、民間の廃棄物処理事業者の事業圧迫につながる面もあり、以上の観

点から、事業系ごみ処理手数料の検討を行う。 

＜近隣自治体との協力を進めるとともに、広域連携を図る＞ 

災害に備えて近隣市町と広域相互支援を進める。 
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ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

【柳川市】 

 現在は産業廃棄物の受け入れは行っておらず、当面は産業廃棄物の受け入れを行

う予定はない。 

【みやま市】 

 現在、市内の中小事業者から排出される廃プラスチック等 9 品目については、併

せ処理を行っているが、今後は清掃センターの老朽化に伴い、事業所訪問等により

指導を行い、受け入れを少なくしていくよう見直しを行う。 

 また、有明生活環境施設組合で建設する焼却施設では、受け入れは計画していな

い。 

  

エ 生活排水の現状と今後 

【柳川市】 

 生活排水処理については、引き続き、公共下水道事業計画区域以外の区域につい

て、合併処理浄化槽の整備を進めていく。 

 し尿・浄化槽汚泥の処理については、大川市及び柳川市で構成される大川柳川衛

生組合のし尿処理施設において、引き続き処理を行っていく。 

【みやま市】 

 生活排水の処理については、引き続き、公共下水道認可区域や農業集落排水処理

認可区域以外で合併処理浄化槽の整備を進めていく。 

 し尿・浄化槽汚泥の処理については、生ごみ・し尿・浄化槽汚泥などバイオマス

を資源としたメタン発酵発電液肥化施設にて資源化し循環型社会の形成を推進する。 
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オ 今後の処理体制の要点 

【有明生活環境施設組合】 

＜ごみ処理施設の整備＞ 

有明生活環境施設組合が建設する新たなごみ処理施設は、令和 4年 3月に稼動

する。ごみ処理施設では環境負荷の少ない効率的なエネルギーの回収を進める。 

将来も、安全に安定してごみ処理ができる体制を構築するとともに、効率的な

組織で経費の節減を図る。 

 

【柳川市】 

＜リサイクル施設の整備＞ 

不燃物（缶・金属類、びん・ガラス類）、資源物（プラスチック製容器包装、ペ

ットボトル、紙パック、新聞紙、段ボール、雑紙、雑誌類、衣類・毛布）、小型家

電等を対象としたリサイクル施設を新たに整備する。 

【みやま市】 

＜生ごみ・し尿汚泥から液肥とエネルギーを取り出すメタン発酵発電施設の建設＞ 

ごみの重量比 35％を占める生ごみを資源化することにより、有明生活環境施設

組合で建設する焼却施設の規模を縮小し、液肥による農業振興、メタン発酵発電

による地域エネルギーの創出を進める。施設建設に当たっては、生ごみ回収や液

肥利用の市民理解を得ながら進める。 

＜現有ストックヤードの有効利用＞ 

不燃性粗大ごみ、金物類、ガラス類を対象とした現有ストックヤードを継続し

て利用する。 

 

＜プラスチックごみを資源化するために総合資源化の研究を進める＞ 

分別収集したプラスチックごみを、容器包装プラスチックとして資源化できる

もの、ＲＰＦ（プラスチックごみ燃料）として利用できるもの、油化するもの

等、全て資源化するための研究を、地域循環圏形成モデル事業（環境省）により

大木町、柳川市及び近隣市と連携し行い、プラスチックごみを資源化するために

総合資源化の研究を進める。
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表 3 柳川・みやま地域の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 

（現状／令和元年度） （今後／令和8年度）
柳川市 柳川市

処理方式 処理施設等
処理 実績
(トン)

処理方式 処理施設等
処理 実績
(トン)

焼却
柳川市

クリーンセンター
12,143 焼却 新設ごみ処理施設 10,248

埋立 大和干拓 最終処分場 291 大和干拓 最終処分場 228

埋立 橋本不燃物 処分場 150 橋本不燃物 処分場 111

缶類 缶類

その他の金属 その他の金属

不燃粗大ごみ 不燃粗大ごみ

生きびん 生きびん

その他のびん その他のびん

乾電池・蛍光管 21 乾電池・蛍光管 20

小型家電 1 小型家電 民間委託 2

プラスチック製容器包装 186 プラスチック製容器包装 208

ペットボトル 22 ペットボトル 82

紙パック 紙パック

新聞紙 新聞紙

段ボール 段ボール

雑がみ 雑がみ

雑誌類 雑誌類

衣類・毛布 146 衣類・毛布 220

草木（公共施設） 362 草木（公共施設） 342

21 134

14,945 14,007
みやま市 みやま市

処理方式 処理施設等
処理 実績
(トン)

処理方式 処理施設等
処理 実績
(トン)

粗大ごみ 353 粗大ごみ 383

燃やすごみ 4,699 燃やすごみ 3,600

メタン発酵 メタン発酵施設 1,234 メタン発酵 メタン発酵施設 1,400

28 30

192 230

新聞紙 新聞紙

雑誌 雑誌

段ボール 段ボール

紙パック 紙パック

衣類 衣類

51 47

YKクリーン 319 YKクリーン 300

72 61

アルミ 22 アルミ 19

スチール 4 スチール 4

雑金物 151 雑金物 135

小型家電 1 電化製品 250

4 4

無色ビン 60 無色ビン 53

茶色ビン 64 茶色ビン 57

その他の色のビン 31 その他の色のビン 35

生きビン 19 生きビン 15

埋立 最終処分場 154 埋立 最終処分場 125

8,315 7,520

新設リサイクル施
設及び民間委託913 1,843

民間委託

合計 合計

集団回収 集団回収

民間委託 192

両開不燃物
中間処理場

312 新設リサイクル
施設

377

埋立
土石類 土石類

不燃性
資源物

リサイクル

民間委託 377

不燃性
資源物

リサイクル

民間委託
可燃性
資源物

可燃性
資源物

分別区分 分別区分

可燃ごみ
（可燃性粗大含む）

可燃ごみ
（可燃性粗大含む）

ガラス・陶磁器類 ガラス・陶磁器類

リサイクル

清掃センター

紙おむつ

紙類

分別区分

可燃ごみ 焼却 清掃センター

生ごみ

その他のガラス

合計

分別区分

可燃ごみ 焼却

その他のガラス

合計

857

ペットボトル

プラスチック類

不燃粗大

清掃センター

金物類

蛍光管

ビン類

粗大ごみ(木質系)

新設ごみ処理施設

生ごみ

粗大ごみ(木質系)

リサイクル

民間委託

紙おむつ

紙類 772

ペットボトル

プラスチック類

不燃粗大

清掃センター

金物類

蛍光管

ビン類
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（３） 処理施設等の整備 

 ア 廃棄物処理施設 

 上記（2）の統一化後の分別区分及び処理体制を行うため、表 4のとおり必要な施設

整備を行なう。 

 

表 4 整備する処理施設 

事業

番号 

整備施設種

類 
事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

国土強靭化

計画に事業

記載の有無 

1 

マテリアル

リサイクル

推進施設 

柳川市資源物

貯留施設 
約 9 t/日 柳川市橋本町 R4～R5 ― 

2 

エネルギー

回収型廃棄

物処理施設 

有明生活環境

施設組合クリ

ーンセンター 

92 t/日 柳川市橋本町 R3 ― 

3 

エネルギー

回収型廃棄

物処理施設 

柳川市クリー

ンセンター 
100 t/日 

柳川市佃町 

解体予定 
R4～R5 ― 

4 

エネルギー

回収型廃棄

物処理施設 

みやま市清掃

センター 
50 t/日 

みやま市瀬高町 

解体予定 
R5～R6 ― 

 

※現有処理施設の概要を添付（現有施設名・種類、処理する廃棄物、処理能力、所在地、竣工年数等及び施設の概要に

ついて一覧表としたもの） 

（整備理由） 

 事業番号 1  資源ごみリサイクルの向上 

 事業番号 2  現有処理施設の老朽化及び広域的な処理体制構築のための更新 

 事業番号 3  現有処理施設の解体 

 事業番号 4  現有処理施設の解体 
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イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表 5のとおり行う。 

表 5 合併処理浄化槽への移行計画 

 

  

事業
番号

自治体名 事業
直近の整備基数

（R元年）
整備計画基数 整備計画人口 事業期間

国土強靭化
計画の記載
の有無

浄化槽設置整備
事業

237 1,200 3,084 R3～R7
柳川市国
土強靭化
地域計画

公共浄化槽等整
備推進事業

0 0 0 -
柳川市国
土強靭化
地域計画

合計 237 1,200 3,084

浄化槽設置整備
事業

20 150 450 R3～R7 ―

公共浄化槽等整
備推進事業

126 750 2250 R3～R7 ―

合計 146 900 2,700

6 柳川市

7 みやま市
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（２）施設整備に関する計画支援事業 

（3）の施設整備に先立ち、表 6のとおり計画支援事業を行う。 

 

表 6 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

31 

（仮称）柳川市リサイクルセンターの整備

に係る生活環境影響調査事業 

生活環境影響

調査 
R3 

（仮称）柳川市リサイクルセンターの整備

に係る基本設計等事業 
基本設計等 R3 

 

32 

 

柳川市クリーンセンターの解体に係る調

査・設計等事業 

解体工事事前

調査、基本設

計等 

R3 

 

33 

 

みやま市清掃センターの解体に係る調査・ 

設計等事業 

解体工事事前

調査、基本設

計等 

R4 

34 

みやま市清掃センターストックヤードの整

備に係る調査・設計等事業 

跡 地 地 盤 調

査、実施設計

等 

Ｒ6～Ｒ7 
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（５）その他の施策 

   その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

 ア 再生利用品の需要拡大事業 

  【柳川市】 

柳川市では、大川市と共同で設立している大川柳川衛生組合において、し尿及び浄化

槽汚泥から製造された肥料を年間約９０ｔ、バイオマス燃料を年間約３ｔ、安価で販売

しており、肥料に関しては、様々なイベントにおいて、年間約１１ｔの無料配布を行い、

再生肥料製品の利用の推進を実施し、今後も引き続き、農家及び一般家庭への肥料とし

て普及推進する。 

また、可燃ごみ削減のため、事業所等から排出される生ごみのたい肥化につい

て検討しており、関連団体等と今後協議を進めていく。 

 

イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

  【柳川市】 

   廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小

型家電リサイクル法に基づく、適切な回収、再商品化がなされるよう、関連団体

や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 

 ウ 不法投棄防止対策 

【柳川市・みやま市】 

不法投棄は生活環境や自然環境に悪影響を及ぼすことから、不法投棄パトロールを

強化するとともに、住民や事業者に対する広報・啓発に努めるなど、対策を徹底し、地

域一体となって不法投棄をさせないまちづくりを推進する。 

  

 エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

【柳川市・みやま市】 

災害により大量の廃棄物が発生した場合に備え、近隣自治体との広域連携、災害廃棄

物の迅速な処理体制の確保等に努めるなど、事前の準備・対策の強化を図り、早期の災

害からの復旧を目指す。 

また、災害廃棄物処理計画については、柳川市は平成２５年度、みやま市は令和２年

度にそれぞれ作成済であり、柳川市は令和２年度中に計画見直しを実施予定。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

（１） 計画のフォローアップ 

柳川市、みやま市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を広報により公表す

るとともに、必要に応じて、柳川市、みやま市、福岡県及び国と意見交換をしつつ、計

画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２） 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やか

に計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものと

する。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直す

ものとする。 
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４．循環型社会形成推進地域計画の添付書類一覧 

 

◎循環型社会形成推進地域計画 

 （添付資料）・対象区域図  

・現有処理施設の概要 

 

  ○様式 1 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 1 

 （添付資料）・指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

・地域内の施設の現況と予定（位置図）（浄化槽区域図） 

 

  ○様式 2 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 2 

       

 

 

◇その他参考資料として以下のものを添付 

使用する様式 対象とする施設整備、事業 

参考資料様式 1 

施設概要（マテリアルリサイクル推進施設系） 
柳川市資源物貯留施設 

参考資料様式 2 

施設概要（エネルギー回収施設系） 
有明生活環境施設組合クリーンセンター 

参考資料様式 3 

施設概要（エネルギー回収型廃棄物処理施設） 
柳川市クリーンセンター解体事業 

参考資料様式 4 

施設概要（エネルギー回収型廃棄物処理施設） 
みやま市清掃センター解体事業 

参考資料様式 6 

施設概要（浄化槽系） 

浄化槽設置整備事業及び公共浄化槽等整

備推進事業 

参考資料様式 7 

計画支援概要 

（仮称）柳川市リサイクルセンターの整

備に係る計画支援事業 

参考資料様式 8 

計画支援概要 

柳川市クリーンセンターの解体に係る計

画支援事業 

参考資料様式 9 

計画支援概要 

みやま市清掃センターの解体に係る計画

支援事業 

参考資料様式 10 

計画支援概要 

みやま市清掃センターストックヤードの

整備に係る計画支援事業 
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【添付資料１】対象区域図 

 

【福岡県】 

柳川市 みやま市 
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【添付資料２】現有処理施設の概要 

 

１ 焼却施設 

区分 みやま市清掃センター 

所在地 みやま市瀬高町東津留 67－1 

敷地面積 11,907 ㎡ 

延床面積 2,777.2 ㎡ 

竣工 平成 6年 3月 31日 

処理能力 50ｔ／日 

施設の概要 可燃ごみ、粗大ごみ 

ストーカ式可動焼却施設 

 

区分 柳川市クリーンセンター 

所在地 柳川市佃町 1157-1 

敷地面積 11,659 ㎡ 

延床面積 2,096㎡ 

竣工 平成 3年 3月 

処理能力 100ｔ／日 

施設の概要 可燃ごみ、粗大ごみ、ごみ処理残渣 

ストーカ式可動焼却施設、場内温水利用 
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２ リサイクル施設系（ストックヤード） 

区分 みやま市ストックヤード 

所在地 福岡県みやま市瀬高町東津留 67 番地 1 

敷地面積 4,051㎡ 

建築面積 320㎡ 

竣工 平成 6年 4月 

保管容量 8ｔ／日 

施設概要 ガラス製容器、ペットボトル、白色トレイ、その他プラスチック製容器包

装、アルミ缶、スチール缶、段ボール、その他の紙類、飲料用紙容器包装

保管 

 

区分 両開不燃物中間処理場 

所在地 福岡県柳川市有明町 1650 

敷地面積 892㎡ 

竣工 昭和 47年 4月 

施設概要 ガラス類等は手選別、乾電池・蛍光管は保管 
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３ 最終処分場系（埋立場） 

区分 みやま市一般廃棄物埋立処分地施設 

所在地 みやま市高田町昭和開 1番地 13 

埋立地面積 9,070㎡ 

埋立容量 38,888㎥ 

R2年 3月までの埋立量 34,817㎥ 

浸出水 

処理施設 

敷地面積 793.66㎡ 

処理方法 

（放流先） 

凝集沈殿、生物処理（脱窒あり）砂ろ過、活性炭処理 

（農業用幹線水路） 

処理能力 110 ㎥/日 

処理対象廃棄物 焼却残渣及び不燃残渣 

 

区分 橋本不燃物処理場 

所在地 柳川市橋本町 18-1 

埋立地面積 34,470㎡ 

埋立容量 164,514㎥ 

R2年 3月までの埋立量 122,514㎥ 

浸出水 

処理施設 

処理方法 

（放流先） 

生物処理、砂ろ過 

（柳川市公共下水道） 

処理能力 80㎥/日 

処理対象廃棄物 不燃物（がれき、瓦、ブロック等の土石類） 

 

区分 大和干拓最終処分場 

所在地 柳川市大和町大坪 338 

埋立地面積 14,200㎡ 

埋立容量 9,600㎥ 

R2年 3月までの埋立量 3,387㎥ 

浸出水 

処理施設 

処理方法 

（放流先） 

生物処理、砂ろ過、凝集沈殿、消毒処理 

（水路） 

処理能力 25㎥/日 

処理対象廃棄物 一般廃棄物（焼却残渣) 
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マ

ッ
プ

）
福

岡
県

清
掃

協
議

会
及

び
筑

後
圏

支
部

に
て

災
害

時
の

協
力

体
制

を
整

え
て

い
る

。

0
.5

ｍ
～

3
ｍ

未
満

（
み

や
ま

市
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

）
福

岡
県

清
掃

協
議

会
及

び
筑

後
圏

支
部

に
て

災
害

時
の

協
力

体
制

を
整

え
て

い
る

。

浸
水

な
し

（
み

や
ま

市
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

）

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

0
.5

ｍ
～

3
ｍ

未
満

（
柳

川
市

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
）

福
岡

県
清

掃
協

議
会

及
び

筑
後

圏
支

部
に

て
災

害
時

の
協

力
体

制
を

整
え

て
い

る
。

0
.5

ｍ
～

3
ｍ

未
満

（
柳

川
市

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
）

福
岡

県
清

掃
協

議
会

及
び

筑
後

圏
支

部
に

て
災

害
時

の
協

力
体

制
を

整
え

て
い

る
。

浸
水

な
し

（
柳

川
市

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
）

0
.5

ｍ
～

3
ｍ

未
満

（
柳

川
市

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
）

福
岡

県
清

掃
協

議
会

及
び

筑
後

圏
支

部
に

て
災

害
時

の
協

力
体

制
を

整
え

て
い

る
。
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 ４
　

生
活

排
水

処
理

の
現

状
と

目
標

※
　
別
添
資
料
と
し
て
人
口
等
と
目
標
の
設
定
に
関
す
る
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
を
添
付
し
た
。
（
添
付
資
料
＊
）

５
　

浄
化

槽
の

整
備

の
状

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定

※
　
計
画
地
域
内
の
施
設
の
状
況
（
現
況
、
予
定
）
を
地
図
上
に
示
し
た
も
の
を
添
付
し
た
。

R
8

3
,0

8
4

1
,2

0
0

H
1
.4

4
1
,3

8
4

9
,8

0
7

柳
川

市
浄

化
槽

設
置

整
備

事
業

指
標
・
単
位
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

過
去
の
状
況
・
現
状

公
共

下
水

道
　
汚
水
衛
生
処
理
人
口

14
,1
97

14
,2
64

14
,3
22

14
,4
02

14
,5
37

14
,5
05

59
,1
75

集
落

排
水

施
設

等

57
.9
%

目
標

平
成
2
6
年
度

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

平
成
3
0
年
度

令
和
元
年
度

令
和
8
年
度

総
人
口

10
8,
44
1

10
7,
18
6

10
5,
78
6

10
4,
68
1

10
3,
47
7

10
2,
19
5

94
,2
21

16
,4
27

　
汚
水
衛
生
処
理
率
又
は
汚
水
処
理
人
口
普
及
率

13
.1
%

13
.3
%

13
.5
%

13
.8
%

14
.0
%

14
.2
%

17
.4
%

1,
07
6

1,
04
1

95
5

　
汚
水
衛
生
処
理
率
又
は
汚
水
処
理
人
口
普
及
率

1.
0%

1.
0%

1.
0%

1.
0%

1.
0%

1.
0%

　
汚
水
衛
生
処
理
人
口

1,
10
1

1,
09
3

1,
07
1

1,
08
5

1.
0%

66
.9
%

み
な

し
浄

化
槽

等
　
汚
水
衛
生
未
処
理
人
口

9,
06
8

8,
59
3

8,
35
9

8,
28
6

8,
18
5

7,
86
5

　
汚
水
衛
生
処
理
率
又
は
汚
水
処
理
人
口
普
及
率

48
.7
%

50
.5
%

52
.5
%

54
.6
%

56
.9
%

合
併

処
理

浄
化

槽
等

　
汚
水
衛
生
処
理
人
口

52
,8
27

54
,1
30

55
,5
73

57
,1
20

58
,8
67

5,
80
1

63
,0
29

未
処

理
人

口
　
汚
水
衛
生
未
処
理
人
口

31
,2
48

29
,1
06

26
,4
61

23
,7
88

20
,8
12

19
,6
09

8,
00
9

施
設
種
別

事
業
主
体

現
有
施
設
の
内
容

整
備
予
定
基
数
の
内
容

備
　
　
考

基
数

処
理
人
口

開
始
年
月

基
数

処
理
人
口

目
標
年
次

公
共
浄
化
槽
等
整
備
推
進
事
業

み
や
ま
市

3,
30
0

9,
90
0

Ｈ
15
.
4

75
0

2,
25
0

Ｒ
8

浄
化
槽
設
置
整
備
事
業

み
や
ま
市

2,
90
1

8,
93
9

Ｈ
2.
4

15
0

45
0

Ｒ
8
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【添付資料３】 

 

人口等及び目標の設定に関するトレンドグラフ（ごみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口等及び目標の設定に関するトレンドグラフ（生活排水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数及び１事業所当たりの排出量等に関するトレンドグラフ（ごみ） 
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【添付資料４－１】 

 

計画地域内の施設の状況（現況） 

 

  

 番

号 
施設名称 施設種別 

型式及び処理方

式 
処理能力 備考 

柳
川
市 

① 
柳川市クリーンセン

ター 

一般ごみ焼

却施設 

ストーカ式焼却

炉 
100t/日 

R4 ～ R5

解 体 予

定 

② 
両開不燃物中間処理

場 

ストックヤ

ード 
選別・保管 892 ｍ２ 

 

③ 橋本不燃物処理場 
埋立最終処

分場 

準好気性埋立構

造 
164,514 ㎥ 

 

④ 大和干拓最終処分場 
埋立最終処

分場 

準好気性埋立構

造 
9,600㎥ 

 

み
や
ま
市 

⑤ 
みやま市清掃センタ

ー 

一般ごみ焼

却施設 

ストーカ式焼却

炉 
50t/日 

R5 ～ R6

解 体 予

定 

⑥ 
みやま市ストックヤ

ード 

ストックヤ

ード 
選別・保管 8ｔ／日 

 

⑦ 
みやま市バイオマス

センター 

汚泥再生処

理センター 

中温・湿式メタン

発酵 
130 t/日 

 

⑧ 
一般廃棄物最終処分

地施設 

埋立最終処

分場 

準好気性埋立構

造 
38,888 ㎥ 
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計画地域内の施設の状況（予定） 

 番

号 
施設名称 施設種別 

型式及び処理方

式 
処理能力 備考 

柳
川
市 

⑨ 
柳川市資源物貯留施

設 

ストックヤ

ード 
選別・保管 約 9t/日 

 

み
や
ま
市 

⑩ 
一般廃棄物最終処分

地施設 

埋立最終処

分場(2期) 

準好気性埋立構

造 
19,500㎥ 

延命化 

組
合 

⑪ 
有明生活環境施設組

合クリーンセンター 

一般ごみ焼

却施設 

ストーカ式焼却

炉 
92t/日 

 

柳
川
市 

①  
柳川市クリ－ンセン

ター 

一般ごみ焼

却施設 

ストーカ式焼却

炉 
100t/日 

R4 ～ R5

解 体 予

定 

み
や
ま
市 

⑤ 
みやま市清掃センタ

ー 

一 般 ご み 

焼却施設 

ストーカ式焼却

炉 
50t/日 

R5 ～ R6

解 体 予

定 
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⑤
⑥
 

⑧
⑩
 

【
福
岡
県
】
 

①
 

③
⑨
⑪
 

④
 

②
 

【
添
付
資
料

４
－
２

】
 

⑧
⑩
 

②
 

③
⑨
⑪
 

⑤
⑥
 

①
 

④
 

⑦
 

計
画

地
域

内
の

施
設

の
状

況
（
現

況
）

番
号

施
設
名
称

施
設
種
別

形
式
及
び
処
理
方
式

備
考

①
柳

川
市

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

一
般

ご
み

焼
却

施
設

ス
ト

ー
カ

式
焼

却
炉

10
0

t/
日

②
両

開
不

燃
物

中
間

処
理

場
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

選
別

・
保

管
89

2
m

2

③
橋

本
不

燃
物

処
理

場
埋

立
最

終
処

分
場

準
好

気
性

埋
立

構
造

1
6
4,

5
1
4

m
3

④
大

和
干

拓
最

終
処

分
場

埋
立

最
終

処
分

場
準

好
気

性
埋

立
構

造
9
,6

0
0

m
3

⑤
み

や
ま

市
清

掃
セ

ン
タ

ー
一

般
ご

み
焼

却
施

設
ス

ト
ー

カ
式

焼
却

炉
50

t/
日

⑥
み

や
ま

市
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
選

別
・
保

管
8

t/
日

⑦
み

や
ま

市
バ

イ
オ

マ
ス

セ
ン

タ
ー

汚
泥

再
生

処
理

セ
ン

タ
ー

中
温

・
湿

式
メ

タ
ン

発
酵

13
0

t/
日

⑧
み

や
ま

市
 一

般
廃

棄
物

埋
立

処
分

地
施

設
埋

立
最

終
処

分
場

準
好

気
性

埋
立

構
造

3
8
,8

8
8

m
3

計
画

地
域

内
の

施
設

の
状

況
（
予

定
）

番
号

施
設
名
称

施
設
種
別

形
式
及
び
処
理
方
式

備
考

柳
川

市
⑨

柳
川

市
資

源
物

貯
留

施
設

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
選

別
・
保

管
約

9
t/

日

み
や

ま
市

⑩
み

や
ま

市
 一

般
廃

棄
物

埋
立

処
分

地
施

設
埋

立
最

終
処

分
場

（2
期

）
準

好
気

性
埋

立
構

造
1
9
,5

0
0

m
3

有
明

生
活

環
境

施
設

組
合

⑪
有

明
生

活
環

境
施

設
組

合
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
一

般
ご

み
焼

却
施

設
ス

ト
ー

カ
式

焼
却

炉
92

t/
日

処
理
能
力

柳
川

市

み
や

ま
市

処
理
能
力
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計画地域内の現況と予定（柳川市：浄化槽区域図） 
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計
画
地
域

内
の
現
況
と
予
定
（
み
や
ま
市
：
浄
化
槽
区
域
図
）
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様
 式

 ２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
令

和
3
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
3
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

2
9
4
,0

0
6

0
2
2
7
,5

4
1

6
6
,4

6
5

0
0

2
9
4
,0

0
6

0
2
2
7
,5

4
1

6
6
,4

6
5

0
0

2
9
4
,0

0
6

2
2
7
,5

4
1

6
6
,4

6
5

2
9
4
,0

0
6

2
2
7
,5

4
1

6
6
,4

6
5

柳
川

市
資

源
物

貯
留

施
設

整
備

柳
川

市
1
9

t/
日

R
4

R
5

2
9
4
,0

0
6

2
2
7
,5

4
1

6
6
,4

6
5

2
9
4
,0

0
6

2
2
7
,5

4
1

6
6
,4

6
5

み
や

ま
市

清
掃

セ
ン

タ
ー

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
整

備
み

や
ま

市
8

t/
日

R
8

R
8

次
期

計
画

に
継

承

7
,8

4
4
,4

0
6

6
,5

2
9
,9

1
4

2
7
4
,3

6
2

6
6
2
,9

7
7

3
7
7
,1

5
3

0
5
,3

1
1
,2

4
4

4
,0

5
9
,6

1
2

2
7
4
,3

6
2

6
3
7
,8

3
3

3
3
9
,4

3
7

0

1
,4

2
5
,7

8
1

1
,4

2
5
,7

8
1

（
構

成
市

）

2
,6

3
3
,8

3
1

2
,6

3
3
,8

3
1

柳
川

市
、

み
や

ま
市

柳
川

市
1
0
0

t/
日

R
4

R
5

6
8
5
,9

0
5

2
7
4
,3

6
2

4
1
1
,5

4
3

6
8
5
,9

0
5

2
7
4
,3

6
2

4
1
1
,5

4
3

柳
川

市
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
解

体

み
や

ま
市

5
0

t/
日

R
5

R
6

6
2
8
,5

8
7

2
5
1
,4

3
4

3
7
7
,1

5
3

5
6
5
,7

2
7

2
2
6
,2

9
0

3
3
9
,4

3
7

み
や

ま
市

清
掃

セ
ン

タ
ー

解
体

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,4

2
6
,4

6
0

2
8
5
,2

9
2

2
8
5
,2

9
2

2
8
5
,2

9
2

2
8
5
,2

9
2

2
8
5
,2

9
2

1
,3

4
8
,4

6
0

2
6
9
,6

9
2

2
6
9
,6

9
2

2
6
9
,6

9
2

2
6
9
,6

9
2

2
6
9
,6

9
2

柳
川

市
1
2
0
0

基
R
3

R
7

5
2
0
,1

1
0

1
0
4
,0

2
2

1
0
4
,0

2
2

1
0
4
,0

2
2

1
0
4
,0

2
2

1
0
4
,0

2
2

4
4
2
,1

1
0

8
8
,4

2
2

8
8
,4

2
2

8
8
,4

2
2

8
8
,4

2
2

8
8
,4

2
2

み
や

ま
市

1
5
0

基
R
3

R
7

6
1
,3

5
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

6
1
,3

5
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

1
2
,2

7
0

み
や

ま
市

7
5
0

基
R
3

R
7

8
4
5
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

8
4
5
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

1
6
9
,0

0
0

6
9
,7

0
8

4
0
,7

0
8

1
4
,0

0
0

0
1
0
,0

0
0

5
,0

0
0

6
9
,7

0
8

4
0
,7

0
8

1
4
,0

0
0

0
1
0
,0

0
0

5
,0

0
0

柳
川

市
－

－
R
3

R
3

2
7
,2

3
3

2
7
,2

3
3

2
7
,2

3
3

2
7
,2

3
3

み
や

ま
市

－
－

R
3

R
3

1
3
,4

7
5

1
3
,4

7
5

1
3
,4

7
5

1
3
,4

7
5

み
や

ま
市

－
－

R
4

R
4

1
4
,0

0
0

1
4
,0

0
0

1
4
,0

0
0

1
4
,0

0
0

み
や

ま
市

－
－

Ｒ
６

Ｒ
７

1
5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

5
,0

0
0

1
5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

5
,0
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

 
都道府県名 福岡県  

 

(1) 事業主体名    柳川市 

(2) 施設名称 柳川市資源物貯留施設 

(3) 工期  令和４年度 ～ 令和５年度 

(4) 施設規模  処理能力 約９ｔ／日 

(5) 処理方式 選別・保管 

(6) 地域計画内の役割 
  ※1 

地域内で発生する資源物の処理及び一時保管を行う。 

 

(7) 廃焼却施設解体工事  
の有無 

  有   無 

 
 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 

 

 

 
 「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク   
ル推進施設の内訳  

①分別収集回収拠点の整備 
  ・ごみの分別収集・処理方法 
  ・ごみ容器の種類・設置基数 
  ・建築物の構造 
②小規模ストックヤードの整備 
  ・施設規模 
  ・ストック対象物 
③簡易プレス機の整備 
  ・処理方法 
  ・処理能力 
  ・設置場所 
④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備 
  ・導入台数（積載量） 
  ・運行計画 

                                                                                                 
 「灰溶融施設」を整備する場合                                                                   

(10) スラグの利用計画  

                                                                                                 
 

(11)総事業計画額 ※2 
294,006千円(全体：294,006千円) 

うち、交付対象事業費 294,006千円(全体：294,006千円) 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体

の金額を括弧書きすること。 
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【参考資料様式 2】 

 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名  福岡県 

 

(1) 事業主体名 有明生活環境施設組合 

(2) 施設名称 有明生活環境施設組合クリーンセンター 

(3) 工期 ※1 令和 3年度 

(4) 施設規模 処理能力  92t/日（46ｔ/日×2炉） 

(5) 形式及び処理方式 ストーカ式焼却炉（全連続燃焼式） 

(6) 余熱利用計画 １．発電 有（発電効率 約 15.5％） 

(7) 地域計画内の役割 

※2 

対象地域内の２つの現有施設を集約し、地域内における唯一の一

般廃棄物（可燃ごみ）処理施設として稼働する。 

また、当該施設で発電した電力については、施設の電力として利

用し、余剰分の電力については、電力会社への売電を行う。 

(8) 廃焼却施設解体工事 

の有無 
       有       無 

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 

「メタンガス化施設を整備する場合 

(10) バイオガス熱利用率        kWh/ごみｔ 

(11) バイオガスの利用計画  

 

(12) 総事業計画額 ※2 
 6,529,914千円（全体：6,529,914千円） 

うち、交付対象事業費 4,059,612千円 

 ※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、 

   金額を括弧書すること。 

 ※2 基幹的整備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排

出対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう

利活用するかについても記載すること。 
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【参考資料様式 3】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 福岡県  

 

 

(1) 事業主体名    

柳川市 

 

 

(2) 施設名称 

柳川市クリーンセンター 

 

(3) 工期 

 

 令和４年度 ～ 令和５年度 

 

(4) 施設規模 

 

 

 処理能力 １００ｔ／日（５０ｔ／日×２炉） 

 

 

(5) 形式及び処理方式 

 

ストーカ式焼却炉（全連続燃焼式） 

 

(6) 余熱利用の計画 

 １．発電の有無    有（発電効率  ％） ・ 無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  ％） ・ 無 

 

(7) 地域計画内の役割 

  ※1 

 

 

 

(8) 廃焼却施設解体 

   工事の有無 

  有   無 

  

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
      ｋWh／ごみｔ 

(11) バイオガスの利用      

計画 

 

 

 

(12) 総事業計画額 ※2 
685,905千円(全体：685,905千円) 

うち、交付対象事業費 685,905千円(全体：685,905千円) 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。ま

た、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で

生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用するかについても記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体

の金額を括弧書きすること。 
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【参考資料様式 4】 

 

施設概要（エネルギー回収型廃棄物処理施設） 

都道府県名  福岡県 

 

(1) 事業主体名 みやま市 

(2) 施設名称 みやま市清掃センター 

(3) 工期 
令和５年度～令和６年度 

（全体：令和５年度～令和６年度） 

(4) 施設規模 処理能力  50t/日（  ｔ/日×   炉） 

(5) 形式及び処理方式 
ごみ種別（ 可燃 ・ 不燃 ・ その他（  ） ） 

ストーカ式焼却炉（機械化バッチ燃焼式） 

(6) 余熱利用の計画 
１．発電の有無   有（発電効率  ％） ・ 無 

２．熱回収の有無  有（熱利用率  ％） ・ 無  

(7) 地域計画内の役割  

(8) 廃焼却施設解体工事 

の有無 
       有       無 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

（9）燃料の利用計画  

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10)バイオガス熱利用率         kWh/ごみｔ 

(11)バイオガスの利用計画  

 

(12) 総事業計画額 
628,587千円 （全体：628,587千円） 

うち、交付金対象事業費 565,727千円 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また二酸化炭素 

排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域 

でどう利活用するかについても記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧 

書きすること。 
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【参考資料様式６】 

施 設 概 要 （ 浄 化 槽 系 ） 

都道府県名   福 岡 県  

(3) 事業の実施目的及び内容 

765 基（1,966 人分） 基 253,980 千円 

375 基（  964 人分） 基 155,250 千円 

60 基（  154 人分） 基 32,880 千円 

 基（  123 人分） 基 7,896 千円 

 基（  123 人分） 基 7,896 千円 

 基（  123 人分） 基 7,896 千円 

 基（  123 人分） 基 7,896 千円 

1,200 基（3,084 人分） 基 442,110 千円 

 

合 計  442,110 千円 520,110 千円 

 51 人槽以上  27,912 千円 7,896 千円 

   

 21～30 人槽 

浄化槽整備 

効率化事業費 

  

 
千円 7,896 千円 

 31～50 人槽  24,444 千円 7,896 千円 

  8～10 人槽  32,880 千円 35,380 千円 

 11～20 人槽  千円 7,896 千円 

      5 人槽  253,980 千円 291,980 千円 

  6～ 7 人槽  155,250 千円 192,750 千円 

○ 事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（  人分） 

うち 
単独撤去 

基 準 額 
対   象   経   費 
支出予定額 

交付対象 
事 業 費 

(5) 事業対象地域の要件  公共下水道事業認可区域以外の地域 

(6) 事業計画額 

 交付対象事業費  442,110 千円 

 うち （以下の事業を実施する場合） 

 ・ 低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費        千円 

 ・ 浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費      千円 

(1) 事業主体名  柳 川 市 

(2) 整備計画の方針  浄化槽設置整備事業 

 生活排水を適切に処理し、水質の改善を図る。 

(4) 事業期間  令和３年度～令和７年度 

台帳作成費 

計画策定等調査費 
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都道府県名　　福岡県

～

交付対象事業費 千円

うち （以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 千円

・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費 千円

○　事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

　【浄化槽設置整備事業の場合】

交付対象基数

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

以上 基（ 人分）

基

基（ 人分）
合　計

150 450 61,350千円 61,350千円 61,350千円

計画策定
調査費

0

うち台帳
作成費用

51人槽 0

31～50 0

21～30 0

11～20 0

8～10 25 75 13,700千円 13,700千円 13,700千円

6～ 7 75 225 31,050千円 31,050千円 31,050千円

5 50 150 16,600千円 16,600千円 16,600千円

(6)　事業計画額

906,350

110,000

区分 基準額
対象経費

支出予定額
交付対象
事業費

(3)　事業の実施目的及び内容
生活の多様化に伴い、生活排水による河川等の水質汚濁は、年々著しい悪化
をもたらしている。生活排水を適切に処理し水質の改善を図り、快適で住み
よいまちづくりを目指す。

(4)　事業期間 令和３年度 令和７年度

(5)　事業対象地域の要件
有明海及び八代海を再生するための特別措置に関する法律第２条第１項に定
める有明海の流域。

【参考資料様式6】

施設概要（浄化槽系）

(1)　事業主体名 みやま市

(2)　整備計画の方針
浄化槽設置整備事業及び公共浄化槽等整備推進事業により合併処理浄化槽を
整備する。



44 

 

 

 

 

 

  

　【公共浄化槽等整備推進事業の場合】

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

人槽 基（ 人分）

以上 基（ 人分）

基（ 人分）

基（ 人分）

基（ 人分）

971,850千円 845,000千円 845,000千円

うち台帳
作成費用

合　計 750 基（ 2,250 人分）

調査費

計画策定
調査費

人槽

事務費

人槽

共同浄化槽 人槽

51人槽

41～50

31～40

26～30

21～25

16～20

11～15

8～10 50 150 86,700千円 75,000千円 75,000千円

350,000千円

6～ 7 350 1,050 502,950千円 420,000千円 420,000千円

区分 交付対基数 基準額
対象経費

支出予定額
交付対象
事業費

5 350 1,050 382,200千円 350,000千円
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【参考資料様式７】 

計画支援概要 

都道府県名 福岡県 

 

（1）事業主体名 柳川市 

（2）事業目的 （仮称）柳川市リサイクルセンターの整備のため 

 

（3）事業名称 

 

生活環境影響調査事業 

 

（4）事業期間 

 

令和 3年度 

 

 

（5）事業概要 

 

 

当該施設の整備に伴い、事前に設置予定地において生活環境影響調査

を行う。 

 

（6）事業計画額 4,686千円 

 

 

 

 

（1）事業主体名 柳川市 

（2）事業目的 （仮称）柳川市リサイクルセンターの整備のため 

 

（3）事業名称 

 

基本設計事業 

 

（4）事業期間 

 

令和 3年度 

 

（5）事業概要 

 

当該施設の整備に伴い、基本設計（処理施設基本設計及び実施設計書

の作成等）を行う。 

（6）事業計画額 22,547千円 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 

都道府県名 福岡県 

 

（1）事業主体名 柳川市 

（2）事業目的 柳川市クリ－ンセンターの解体のため 

 

（3）事業名称 

 

解体工事事前調査、基本設計事業 

 

（4）事業期間 

 

令和 3年度 

 

 

（5）事業概要 

 

 

当該施設の解体に伴い、事前に生活環境影響調査を行い、基本設計（処

理施設基本設計及び実施設計書の作成等）を行う。 

 

（6）事業計画額 13,475千円 
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【参考資料様式９】 

計画支援概要 

都道府県名 福岡県 

 

（1）事業主体名 みやま市 

（2）事業目的 みやま市清掃センターの解体のため 

 

（3）事業名称 

 

解体工事事前調査、基本設計事業 

 

（4）事業期間 

 

令和４年度 

 

 

（5）事業概要 

 

 

当該施設の解体に伴い、事前に生活環境影響調査を行い、基本設計（処

理施設基本設計及び実施設計書の作成等）を行う。 

 

（6）事業計画額 14,000千円 
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【参考資料様式１０】 

 

計画支援概要 

都道府県名 福岡県 

 

（1）事業主体名 みやま市 

（2）事業目的 みやま市清掃センターストックヤード整備のため 

 

（3）事業名称 

 

整備予定地事前調査、実施設計事業 

 

（4）事業期間 

 

令和６年度 ～ 

    令和７年度 

（令和 年度 ～ 

    令和 年

度） 

  

 

 

（5）事業概要 

 

 

ストックヤード設置

工事に伴う設計条件

の整理及び実施設計

業務 

  

 

(6)総事業計画 

額 ※１ 

 

15,000 千円 

（全体：15,000 千円） 

うち、交付金対象事業費 

15,000 千円 

（全体：15,000 千円） 
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４ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留める

とともに早期に復旧させる。 
４－２ 上下水道・し尿処理設備の長期に亘る機能停止 
【水道課、下水道課、生活環境課 等】 
現状・課題等 
〇 水道施設の耐震化推進 
   水道は、市民生活や社会経済活動に不可欠の重要なライフラインとなってい

る。そのため、地震による水の供給被害を最小限に留め、速やかに水の供給を確

保するため給水体制の整備並びに整備増強を推進する。 
大規模な地震に対する耐震性能を確保し、水道用水の安定供給を図るため、基

幹施設である矢加部配水場及び水道管の耐震化促進の必要がある。 
   本市では、新設埋設時には耐震化を図っている。既設の老朽埋設水道管からの

更新時に耐震化（令和 2 年時点：耐震化延長 88.1 ㎞、耐震化率 19.6％）を図っ

ている。 
   上水道の安定供給のため、複数の水源地を確保し、安定的な供給を行ってい

る。また、水質の保全に努めている。 
 
〇 下水道・し尿処理設備及び施設の確保 
   下水道管渠埋設は耐震化を図りながら施工している。 
   平成 14 年 3 月の供用開始から 17 年が経過し、水処理施設の機器類に故障が発

生している。また、管渠についても、埋設後 30 年以上経過したものがあり、経

年劣化の進行や硫化水素に起因する異常な劣化が発生している。 
   大規模地震発生等により下水道及び浄化槽が機能不全に陥った場合には、トイ

レが使用できないなど住民生活に多大な影響を与えるとともに、汚水の滞留や未

処理下水の流出による公衆衛生の被害発生等の二次被害が発生する恐れがある。 
   
施策の運営方針 
〇 水道施設の耐震化推進 
   災害による水の供給被害を最小限に留め、速やかに水の供給を確保するため給

水体制の整備並びに整備増強を推進する。 
   大規模な地震に対する耐震性能を確保し、水道用水の安定供給を図るため、基

幹施設である矢加部配水場及び水道管の耐震化促進の必要がある。老朽化した管

路や施設の計画的な更新を行い、耐震化を促進する。 
   上水道の安定供給のため、必要に応じて水源地及び配水場の改修・長寿命化を

図り、安定供給を行う。また、水質の保全に努める。 
   水源地、配水場、水道管が果たすべき機能を確保するための計画「水道業務継

続計画」を策定する必要がある。 
 
〇 下水道・し尿処理設備及び施設の確保 
   大規模地震発生等により下水道管渠や浄化槽及び柳川浄化センターが機能不全

に陥った場合には、水回り設備（トイレ等）が使用できないなど住民生活に多大

な影響を与えるとともに、汚水の滞留や未処理下水の流出による公衆衛生の被害

発生等の二次被害が発生する恐れがある。 
   下水道は住民に対し使用制限を課すことが困難であるとともに、他のライフラ
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インに比べ、施設の本復旧までに要する時間が長いことから、被災を想定した上

で、速やかに下水道が果たすべき機能を確保するために「下水道業務継続計画」

を充実させる必要がある。 
水処理施設及び管渠の更新を計画的に進めるためストックマネジメント計画を

作成することが急務である。 
   浄化槽については、戸別に浄化槽の機能を回復させる必要があり、復旧に時間

を要するため、浄化槽復旧に対しての経済援助政策の制度整備を図り、さらに、

汚水処理対策として、汲み取り便槽、単独浄化槽から合併浄化槽への転換推進を

図る必要がある。 
   また、避難所等の汚水処理機能が喪失した場合は、応急的な簡易トイレの設

置、確保が必要となる。 
   災害等により、し尿及び浄化槽汚泥処理施設が機能不全に陥った場合の対応と

して、近隣市町村も同等の被害を受ける可能性を鑑み、複数の近隣施設との広域

的な相互支援協定締結を図り、し尿及び浄化槽汚泥処理能力の確保に努める必要

がある。 
重要業績指標 現状値（令和 2 年度） 目標値（令和 7 年度） 
〇汚水処理人口普及率

（下水道含む）の向上 
 
〇し尿処理等における

近隣施設との相互支

援協定締結 
 
〇矢加部配水場耐震化

事業 
 
〇配水管の耐震化延長

及び耐震化率 
 
〇ストックマネジメン

ト計画の作成及び実

施 
 
〇柳川浄化センター及

び三橋第 4 ポンプ場

の基幹的機器の故障

に発展させない 
 
〇災害時の施設の早期

復旧に向けた下水道

業務継続計画の充

実・改善 

80.67％ 
 
 
3 施設 
 
 
 
着手 
 
 
耐震化延長 88.1 ㎞ 
耐震化率  19.6％ 
 
計画作成へ向け関係機関と

協議 
 
 
目視点検及び機器台帳によ

り耐用年数を超過した部品

の交換、突発的に発生する

故障の緊急修繕を実施 
 
下水道業務継続計画は作成

済み 
現在、県南ブロックにおい

て災害時連携や広域化下水

道業務継続計画策定につい

て実現可能か協議中 

85％ 
 
 
4 施設 
 
 
 
完了 
 
 
耐震化延長 105.6 ㎞ 
耐震化率   23.3％ 
 
令和 6 年度から優先順位に従

い機器の更新に着手する 
 
 
ストックマネジメントの実施

により突発的な故障を減らす 
 
 
 
整備区域の増加や管渠の老朽

化を考慮し定期的な下水道業

務継続計画書の見直しを行う 

 


